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新規 事業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 1,130,118千円 969,214千円 16.6％

一般会計構成比 0.1％ 0.1％ －

【一般会計】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 13,705,502千円 16,924,470千円 △19.0％

【証紙特別会計】

－ ２ －



新規 事業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

〇 支え合い魅力あふれる地域社会の構築

Ｐ ４ 新 規 デジタル技術を活用した県民の利便性の向上 【出納総務課】 ２３６，７９１

（単位 千円）



－ ４ －

デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 県 民 の 利 便 性 の 向 上

公金収納のキャッシュレス化や立会人型電子契約の推進により、社会全体のＤＸの実現を目指す。

目 的

担当 出納総務課 財務会計制度担当
内線 ５７３９

【予算額】２３６，７９１千円

事業概要

１ 収入証紙廃止に伴うキャッシュレス化の推進 ２３２，６３３千円

（１）収入証紙廃止に伴うキャッシュレス化推進事業費（ 新 規 ） ２３２，６３３千円
令和５年度に収入証紙が廃止されることに伴い、これまで
収入証紙で納めていた各種手数料の収納方法を全てキャッシュ
レス収納に移行することにより、県民サービスの向上と会計
事務の効率化を図る。
・ 収入証紙廃止に伴うキャッシュレス収納環境の整備
・ キャッシュレス化全面移行に係る広報
・ 収納データを活用した事務の効率化

（１）立会人型電子契約推進事業費（ 新 規 ） ４，１５８千円
令和４年度に試験的導入を行った立会人型電子契約サービス
を本格導入し、契約事務のオンライン化を図る。

新 規

【スケジュール】

２ 立会人型電子契約の推進 ４，１５８千円

【立会人型電子契約のイメージ】


